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４. 調査結果 
　リサーチを通して得られた情報は、ノート、マップ、カメラに分かれる。それぞれ分析してい
く、ノートの分析で明らかになったことは住⺠たちが災害を⼀時的なものとしてではなく⻑期的
な視点を持って災害への対策を⾏なっていることである。例えば、「災害（台風・高潮）が起き
た時に、残しておきたいものは何ですか？」に対しては現状復帰するための体⼒や気⼒を挙げて
いたり、⾼齢なので２次災害を危惧しているという声もあった。防災＝避難という⼀般的な災害
に対する考え⽅があるが、ある⽼夫婦は体に⾃由が効かないので⾃宅の２階にしか避難ができな
いこと上での災害・避難計画を考えている。個⼈の災害に対する視点や経験・対策などの考え⽅
があることが明らかになった。
 次にマップだが、住⺠の問題発⾒と問題提起の視線は⾃宅から離れている⽇⽣地区内の場所に
対しても払われており、
被調査者の災害に対する
知⾒が空間のみならず、
時間軸としても広いこと
が注⽬すべき点である。
⾃分たちが⽣活する街に
対しての⾒⽅や捉え⽅・
解釈の仕⽅が⼈それぞれ
違うことが災害知を収集
することに加えて、地区
防災計画を策定する上で
の議論における多様性を
確保することがより良い
防災計画、地域防災⼒の
向上に直結することに気がついた。　　　　図１5). リサーチを基にしたマップ 

５. 結論 
 本研究で⾏なったリサーチは各地域の地区防災計画を策定する上で重要な⾏為だと考えている。

その理由は３ある。ひとつめは、先述したようにコミュニティの抱える防災に関する問題を発⾒・

提起できること。ふたつめは、リサーチを通して今まで無意識だった場所に対して意識的に考え
ることで、地区防災計画を策定する上でのモチヴェーションの維持・向上につながることが期待

できる。さいごは、地区防災計画を策定するにあたって⾃分の⽣活から遠い存在である防災計画

を⾃分の⾝近な⼈による災害知を⽤いて策定することでより住⺠主体で防災について考えること

ができる。よって災害知が地域の地区防災⼒を⾼める上で有⽤であると結論付けたい。

謝辞　　　　リサーチに協⼒していただいた⽇⽣地区の住⺠の⽅々に感謝の意を表します。 
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2014.3)備前市・統計(保健・福祉)より4)備前市 地区防災計画（⾵⽔害等対策編）より5)国⼟地理院,図4.1,
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中国東北部の寒冷地帯における稲作拡大の要因解析

第３報 温暖化による稲作期拡大および冷害リスク低減への影響評価 
 

山﨑俊成 ・山本晴彦 ・王 秀峰 ・高山 成

山口大学 大学院 創成科学研究科 北海道大学 農学研究院 大阪工業大学 工学部 
 
．はじめに 
地球温暖化は気温・降水量・海面水位などの変化により，水資源や農作物への深刻な影響が生じる

と考えられている。文部科学省などが翻訳・作成した「気候変動に関する政府間パネル第４次評価報

告書(IPCC AR4)」によると，中国東北部の黒龍江省が位置する高緯度地域ではいくつかの作物で増加

傾向を示すとされている 1)。横沢ほか 2)，清野 3)，Iizumi et al. 4)などが日本国内のイネの収量を評価

しており，黒龍江省と同緯度域に位置する北海道では，気温上昇に伴い収量が増加するというシミュ

レート結果を報告している。黒龍江省は，1980 年代以降の稲作技術の進歩や 1990 年以降のジャポニ

カ種の生産拡大により寒冷地水稲の産地となり，作付面積と単収が増加している 5)6)。 
上記のことを踏まえ，第２報 7)では寒冷地帯である中国東北部において稲作が拡大した要因の一つ

を温暖化として捉え，稲作期間における平均気温の上昇と，穂ばらみ期の低温出現日数の減少につい

て，中国東北部に位置する数地点でトレンド解析を行った。本報告では，黒龍江省全域を網羅するた

めに観測地点を追加し，GIS による面的な解析を行うことでより詳細な気温の変化を明らかにした。

また Mann-Kendall 検定により，統計的に有意な変化が生じているかについて検証した。 
．中国黒龍江省の地形的特徴と稲作概要 
図 1に黒龍江省の行政区

画と稲作が盛んな松嫩平原，

三江平原の位置を示す。省

内には黒龍江(ｱﾑｰﾙ川)・松

花江・ｳｽﾘｰ川の三大河が流

れ，北部・東部は黒龍江を

境界としてロシアに面して

おり，気候区分は寒暖差の

激しい大陸性亜寒帯である

5)。 表 1 に 2014 年におけ

る黒龍江省の行政区毎の面

積と水稲収量について示し

た 8)。水稲の総作付面積は

2014 年時点で約 237万 ha
であり，日本の水田面積の 
1.6 倍(147 万 ha，2016 年 9))となっている。また行政区毎に見ると，水田面積・水稲収量ともに省西

部の松嫩平原に位置する哈爾浜市が第 1 位であるが，水田の対総面積比・10a 収量では省東部の三江

平原に位置する佳木斯市が第 1 位となっており，対総面積比から判断すると佳木斯市，哈爾浜市，綏

化市の順に稲作が盛んであることが推察できる。  

図 1 中国黒龍江省の行政区画と松嫩・三江平原の位置 
(○は解析地点を示す) 
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